
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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計

公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 3,507 3,120 387 325

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成27年度 愛知県東栄町

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高

30 - - - -73 3,478 ㈱とうえい 2 28

一般会計等（純計） 3,507 3,120 387 325 3,478

実質赤字額

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

-

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

- -国民健康保険特別会計 555 531 23 23 43 -

後期高齢者医療特別会計 128 126 2 2

介護保険特別会計 626 574 52 52 88 - - -

61 - 法適用企業国民健康保険東栄病院事業特別会計 189 190 ▲ 1 940 202 61

83 - - -

公共下水道事業特別会計 122 119 3 3

法非適用企業簡易水道特別会計 331 321 10 10 122 721 699 -

128 - 法非適用企業農業集落排水事業特別会計 25 23 2 2 17 133

73 746 719 - 法非適用企業

公営企業会計等 1,031

連結実質赤字額

1,661 1,607 -

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

- -北設広域事務組合 364 355 9 9 3

愛知県後期高齢者医療広域連合(一般会計） 1,927 1,861 66 66 412

愛知県市町村職員退職手当組合 9,233 9,107 127 127 1,770 - -

愛知県後期高齢者医療広域連合(後期高齢者医療特別会計） 781,330 753,431 27,899 27,899 396 - -

- -

- -新城北設楽交通災害共済組合 18 11 7 7 -

東三河広域連合 207 203 4 4 - - -

一部事務組合等 28,112

地方公社・第三セクター等 30

平成25年度 平成26年度 平成27年度 分母比

元利償還金 345,203 301,701 302,322 16.5 将来負担額

区分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成25年度 平成26年度 平成27年度 分母比

- いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

PFI事業に係るもの - - - -

減債基金積立不足算定額 - - - -

一般会計等に係る地方債の現在高 3,402,827 3,459,886 3,478,365 190.1

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 - - -

- - - -

公営企業債の元利償還金 に対する繰入金 106,233 111,290 125,336 6.9 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 1,664,228 1,617,397 1,606,043 87.8 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 - - - -

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） - - - - 設立法人等の負債額等負担見込額 - -

1,233,103 1,246,958 68.2 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

組合等が起こした地方債の元利 償還金に対する負担金等 - - - - 退職手当負担見込額 1,358,815

- - - - 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

412,991 427,658

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

-

一時借入金の利子 - - - - 連結実質赤字額 - - -

- - 依頼土地の買い戻しに係るもの - - -

債
務
負
担
行
為

PFI事業に係るもの - - - - 充当可能
財源等

6,425,870 6,310,386 6,331,366 引き受けた債務の履行に係るもの -

- - - -

内訳 平成25年度 平成26年度 平成27年度 分母比 (Ｅ)

組合等連結実質赤字額負担見込額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 451,436

- - - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能特定歳入 

充当可能基金 2,693,185 2,592,940 2,616,851 143.0 その他上記に準ずるもの

- - -

簡易水道特別会計 657,439 658,620 698,673 38.2

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

806,129 760,773 718,580 39.3

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - - 基準財政需要額算入見込額 

- - - -

企業債等
繰入見込額

公共下水道事業特別会計

3,332,335 3,322,412 3,272,072 178.9

65,404 61,219 3.3

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - その他の会計 -

22.4 22.8 24.1 国民健康保険東栄病院事業特別会計 63,951

136,709 132,600 127,571 7.0

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(Ｆ) 6,025,520 5,915,352 5,888,923 農業集落排水事業特別会計

- - - -

その他上記に準ずるもの - - - - 健全化判断比率

- - -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -
公社・

三セク等

地方道路公社に係る将来負担額

20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 - - - -

- -

利子補給に係るもの - - - - 実質赤字比率 - 15.00

平成27年度 早期健全化基準 財政再生基準 土地開発公社に係る将来負担額 - -

実質公債費比率 6.4 25.0 35.0

算入公債費等の額 (Ｄ) 301,393 301,426 298,184

連結実質赤字比率 - 20.00 30.00

標準財政規模 (Ｃ) 2,081,783 2,027,457 2,127,568

特定財源の額 (Ｂ)

350.0

(Ｃ)－(Ｄ) 1,780,390 1,726,031 1,829,384

14,423 13,399 18,000

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 7.6 5.7 6.1

(3ヵ年平均) 8.0 7.3 6.4

将来負担比率 24.1
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